
一般会計 特別会計

2,043億　340万円 1,468億7,165万円 11.3％増

1,973億2,035万円 1,438億6,297万円 11.6％増

69億8,305万円 30億  868万円

9億7,235万円 9,557万円

60億1,070万円 29億1,310万円

1,888億8,542万円 1,255億6,166万円

歳入 歳出

659億5,475万円 652億2,656万円

2億5,205万円 2億　994万円

204億5,752万円 199億7,709万円

329億1,097万円 326億5,271万円

29億5,674万円 27億5,123万円

236億2,236万円 224億8,077万円

3億　729万円 1億8,995万円

1億5,945万円 1億3,911万円

2億2,277万円 2億1,441万円

2,775万円 2,120万円

1,468億7,165万円 1,438億6,297万円

102.5％増

19.4％減

243.0％増

11.6％増

5.9％増

54.9％増

11.3％増

10.0％減

対前年度
比　　　較

13.1％減

41.7％増

6.8％増

農業集落排水事業

会計名

合　計

下水道事業

老人保健医療事業

自動車駐車場事業

介護保険事業

母子寡婦福祉資金貸付事業

簡易水道事業

実 質 収 支 額

国民健康保険事業（事業勘定）

国民健康保険事業（直営診療勘定）

財産区（三井財産区ほか12財産区）

-

-

-

対前年度
比　　　較

6.7％増

-

-

8.1％増歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額 -
翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

17.8％減

284.3％増

11.3％増

50.4％増

10.6％増

9.1％減

89.7％増

0.4％減

平成19年度　決算の概要

4.9％増

対前年度
比　　　較

8.3％増

平成19年度末市債残高 0.5％減

対前年度
比　　　較

15.3％増

27.4％増



・歳入の状況
○一般会計

歳入総額　2,043億340万円（前年度比8.1％増）

科目別

区分 H19決算額 構成比

市税 1,154億5,392万円 56.5%

譲与税・交付税等 175億1,351万円 8.6%

国・県からの補助金 316億9,017万円 15.5%

繰入金 39億4,144万円 1.9%

繰越金 39億1,195万円 1.9%

市債 147億2,880万円 7.2%

その他（使用料ほか） 170億6,361万円 8.4%

合計 2,043億340万円 100.0%

市税の内訳

区分 H19決算額 構成比

個人市民税 469億2,098万円 40.6%

法人市民税 91億6,988万円 8.0%

固定資産税 435億4,247万円 37.7%

軽自動車税 5億7,063万円 0.5%

市たばこ税 40億3,703万円 3.5%

事業所税 25億4,039万円 2.2%

都市計画税 86億7,254万円 7.5%

合計 1,154億5,392万円 100.0%

市　税
　　56.5％

市　債
7.2％

その他
(使用料ほか）

　　8.4％

　譲与税・
　　交付税等
　　　　　8.6％

国・県
からの
補助金
　　15.5％

繰越金
　1.9％

繰入金
　1.9％

歳　入
2,043億340万円



・目的別歳出の状況
○一般会計

歳出総額　1,973億2,035万円（前年度比8.3％増）

総務費 176億8,042万円 9.0%

民生費 660億4,836万円 33.5%

衛生費 233億2,965万円 11.8%

商工費 90億1,683万円 4.6%

土木費 292億1,508万円 14.8%

消防費 76億7,305万円 3.9%

教育費 201億6,115万円 10.2%

公債費 199億3,185万円 10.1%

その他（労働費ほか） 42億6,396万円 2.1%

合計 1,973億2,035万円 100.0%

↑一般会計･特別会計　決算の概要へ　

総務費
9.0％

民生費
　　　33.5％

衛生費
11.8％

土木費
14.8％

商工費
4.6％

教育費
10.2％

消防費
3.9％

公債費
10.1％

その他
（労働費ほか）
2.1％



・性質別歳出の状況
○一般会計

歳出総額　1,973億2,035万円（前年度比8.3％増）

人件費 457億6,903万円 23.2%

物件費 283億2,283万円 14.4%

扶助費 337億4,597万円 17.1%

普通建設事業費 294億4,123万円 14.9%

公債費 199億2,550万円 10.1%

その他（維持補修費ほか） 401億1,579万円 20.3%

合計 1,973億2,035万円 100.0%

人件費
23.2％

普通建設
事業費
　14.9％

物件費
14.4％

公債費
10.1％

扶助費
17.1％

その他
20.3％

物件費…委託料や使用料、光熱費、備品購入などに使った費用
扶助費…生活保護や児童福祉など、福祉のために使った費用
普通建設事業費…道路や建物などの建設事業に使った費用
公債費…借入金（市債）を返済するために使った費用
維持補修費…公共施設などの維持補修に使った費用



 

 

平成１９年度に取り組んだ重要な政策課題 

 

●新しい総合計画の策定に向けた取り組み●●● … ９３０万円 

 総合計画審議会の開催、地域別会議等開催など 

●政令指定都市の実現に向けた取り組み●●● … ２，３１６万円 

 政令指定都市に関する調査など 

●基地問題に対する取り組み●●● … １，２１７万円 

 基地対策事業 

 

 
重 点 施 策 

●少子高齢社会に対応するまちづくり●●● 

（仮称）北地区保健福祉センターの整備に向けた取り組み … ６７８万円 

特別保育等の充実 … １億６，４３６万円 

○ 公立保育園での３歳以上児に対する主食提供の試行の実施など 

保育所の待機児童の解消 … ６億８，２１０万円 

○ こども家庭支援センター機能の充実、児童相談所の設置検討 

小児医療費助成の通院対象年齢の就学前までの拡大 … １３億４，９４６万円 

高齢者を支える地域ケア体制の充実 … ９億１，９３６万円 

学校の教育環境の整備 … ２６億４，３５１万円 

○ 校舎の大規模改造 

○ 給食室の整備 

○ 学校トイレの改善 

○ 厚木基地の航空機騒音対策など 

支援教育学習指導補助員等の配置など … ３，３１５万円 

 

●人と自然が共生するまちづくり●●● 

新しい「環境基本計画」の策定に向けた取り組み … １，５５２万円 

「（仮称）水とみどりの基本計画」の策定に向けた取り組み … １，５６４万円 

水源地域での高度処理型合併処理浄化槽の設置補助制度の創設… ７,１７３万円 

浄化槽清掃に対する補助制度の創設 … １億３，２６５万円 

 ○ 津久井地域での浄化槽清掃料金に対する補助制度の創設 

水源の森林づくり事業の実施 … ７，２６２万円 

不法投棄防止対策の充実 … ２，９２９万円 

 ○ 監視パトロールの強化や水源地域である津久井地域への監視カメラの増設 



ヒートアイランド現象緩和に向けた取り組み … ７５８万円 

魅力ある公園づくり … ９億９，９５２万円 

○ 古淵鵜野森公園の整備推進 

○ しおだテクノパイル田名公園の整備 

「一般廃棄物処理基本計画」の改定に向けた取り組み … ６８３万円 

一般廃棄物最終処分場の整備 … １５億４，６９０万円 

南清掃工場の建替整備 … ４６億８，３０５万円 

 

●活力とにぎわいのあるまちづくり●●● 

産業集積促進方策の推進 … ７億６，１４６万円 

小田急相模原駅北口地区市街地再開発事業の促進 … ３１億４，８０２万円 

相模原駅周辺地区のまちづくりに向けた取り組み … １，０９２万円 

小田急多摩線の延伸に向けた取り組み … ６２０万円 

新しい交通システムの検討 … １，５１５万円 

都市計画道路、生活道路等の整備 … ５０億６８０万円 

公共下水道（汚水）の整備 … １４億８，７１８万円 

 

●安全で安心して暮らせるまちづくり●●● 

「安全安心青パトカー」の津久井地域等への配備 … ３４０万円 

通学路における路側帯のカラー舗装化の推進 … １億３，２２０万円 

消防・防災対策の充実 … ３，６４３万円 

○ 高度救助隊の創設に向けた取り組み 

○ 防災行政用同報無線（ひばり放送）の統合再整備 

住環境の安全対策 … １００万円 

○ 個人住宅のアスベスト除去費用の補助制度の創設 

○ マンション耐震化改修工事等の補助制度の創設 

 

●新市一体化のまちづくり●●● 

「シティセールス推進指針」の策定 … ７５８万円 


